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                                                                      平成１６年１月２７日

平成１６年３月期　　 第３四半期決算報告（連結）         

上 場 会 社 名           岡三ホールディングス株式会社岡三ホールディングス株式会社岡三ホールディングス株式会社岡三ホールディングス株式会社
　　　　　　　 （旧会社名　岡三証券株式会社）　　　　　上場取引所　　　　　東証・大証・名証
コ ー ド 番 号            ８６０９                                      本社所在都道府県　　東 京 都
（ＵＲＬ　http://www.okasan.co.jp/holdings/ ）
代　　表　　者　   役職名　取締役社長　　氏名　加 藤 哲 夫

問合せ先責任者　   役職名　取　締　役　　氏名　野 中 計 彦　　　 ＴＥＬ（０３）３２７２－２２２２（代表）

取締役会開催日　   平成１６年１月２７日

米国会計基準採用の有無    有 ･ 無

１６年３月期 第３四半期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１５年１２月３１日）

（１）連結経営成績　　　　　　　　　　　　           　　（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

営　業　収　益 純 営 業 収 益 営　業　利　益

                 百万円           ％                  百万円           ％                  百万円           ％

当 第 ３ 四 半 期 46,578 (　 55.1) 45,750 (　 56.5) 14,085 (　　 －)
前年第３四半期 30,034 (△  2.9) 29,230 (△  0.8) △ 1,097 (　　 －)
１ ５ 年 ３ 月 期 39,749 38,664 △   971

経　常　利　益 当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後          
1株当たり当期純利益          

             百万円     ％              百万円     ％ 円　　銭 円　　銭

当 第 ３ 四 半 期 14,452 (　－) 5,656 (　－)    28   79 －
前年第３四半期 △ 1,214 (　－) △ 4,339 (　－) △ 22   04 －
１ ５ 年 ３ 月 期 △   940 △ 4,603 △ 23   41 －

(注)①持分法投資損益　　　 当第3四半期     83 百万円  前年第3四半期     66 百万円  15 年 3月期     65 百万円

    ②期中平均株式数(連結) 当第 3四半期196,478,870 株  前年第3四半期196,954,333 株  15 年 3月期 196,936,973 株

    ③会計処理の方法の変更　　有 ・ 無

    ④営業収益、純営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年同期増減率

（２）連結財政状態

総　  資  　産 株  主  資  本 株主資本比率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円   　　銭

当 第 ３ 四 半 期 345,982 69,176 20.0 352　　20
前年第３四半期 226,684 62,912 27.8 319　　79
１ ５ 年 ３ 月 期 214,574 61,880 28.8 314　　50

(注)期末発行済株式数(連結) 当第 3四半期196,412,618 株  前年第3四半期196,733,189 株  15 年 3月期196,739,342 株

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　　連結子会社数　12社　　持分法適用非連結子会社数　－社　　持分法適用関連会社数　1社

（４）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　　連結　（新規）1社 （除外）－社　　　持分法　（新規）－社 （除外）－社

（注）当社グループの主たる事業は証券業であり、業績は相場環境の変動の影響を受ける状況にあります。この事業の

特性に鑑み業績予想を行うことは困難であるため、業績予想に代えて四半期毎の決算報告を行っております。
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企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況

　当社グループは、当社、当社の連結子会社 12社および関連会社 1社で構成され、主として証券業を
中核とする営業活動を営んでおります。具体的な業務は、有価証券の売買等および売買等の委託の媒介、
有価証券の引受けおよび売出し、有価証券の募集および売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱い、
その他の証券業ならびに金融業などのほか、投資信託委託業務や投資顧問業務などを行い、顧客に対
して資金調達と運用の両面で幅広いサービスを提供しております。これらの営業活動は、金融その他の
役務提供を伴っており、その他のグループ各社は、この役務提供と一体となった営業活動をもとに収益を
得ております。従って、当社グループの事業区分は「投資・金融サービス業」という単一の事業セグメントに
属しております。

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと、以下のとおりであります。

《投資・金融サービス業》　（14社）

（アジア）

 岡三国際(亜洲)有限公司

（連結子会社）

岡三ファイナンス株式会社

株式会社岡三経済研究所

岡三情報システム株式会社

岡三ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ株式会社

岡 三 興 業 株 式 会 社

日本投信委託株式会社

岡三投資顧問株式会社

岡三ホールディングス株式会社岡三ホールディングス株式会社岡三ホールディングス株式会社岡三ホールディングス株式会社

（関連会社）
六 二 証 券 株 式 会 社

（日　本）

岡 三 証 券 株 式 会 社
丸 福 証 券 株 式 会 社
三 京 証 券 株 式 会 社
三 晃 証 券 株 式 会 社

＜証券業＞

（連結子会社） （連結子会社）

＜その他関連業務＞＜証券業関連業務＞

＜証券業＞

（連結子会社）
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経営成績経営成績経営成績経営成績

当第 3四半期連結会計期間（平成 15年 4月から 12月までの 9ヶ月間）におけるわが国経済は、輸出
や設備投資の回復が続き、冷夏の影響で一時的に落ち込んだ個人消費も、雇用・所得環境の回復を背景に
年末にかけて堅調に推移し、民需主導の緩やかな景気回復が続きました。また減税や低金利による景気
刺激効果で米国経済の回復色が鮮明になり、遅れていた欧州経済も回復に転じるなど、世界的に景気回復
ムードが広がりました。
こうしたなか株式市場は、イラク戦争の開戦や厚生年金基金の代行返上に伴う売りを背景に軟調に始ま
り、4月 28日に日経平均株価は終値で 7,607円 88銭の安値を付けました。5月になるとイラク戦争の
終結に伴う米国株式の上昇と共に売られ過ぎに対する修正もあり、反発に転じました。その後も国内での
金融危機回避に向けた動き、企業収益の回復などが好感され、日経平均株価は 10月 20日終値で 11,161
円 71 銭まで上昇しました。年終盤は円高などが嫌気され、上値の重い展開となりましたが、当第 3
四半期末の日経平均株価は 10,676円 64銭と 1万円台を維持して終了しました。
一方、債券市場につきましては、世界的なデフレムードを背景に期初から 6月中旬にかけてほぼ一本調子
の上昇となり、6月 12日には 10年国債利回りは 0.435％まで低下しました。しかし、米国の景況感好転
をきっかけに米金利が上昇に転じたことなどを受け、7月以降市場環境が急速に悪化し、9月 2日に 10年
国債利回りは 1.670％まで上昇しました。10 月以降は、日銀が量的金融緩和政策の継続を再三表明した
こと、平成 16年度国債発行計画での国債増発を織り込んだことなどから、年末にかけては安定を取り戻
しました。
こうした状況のなか当社グループは、投資環境の変化に即応し、市場動向を的確に捉えたタイムリーな
商品提供に努めてまいりました。グループ中核企業の岡三証券においては、昨年 3月に策定した「中期
ビジョン」に基づいた統一的な経営戦略のもと、欧州株・英国株の国内店頭取引の開始や中国株の取扱い
の拡充など外国株式の強化や市況に即応した投資信託の商品ラインナップの充実を進めてまいりました。
一方、コスト面におきましても、引き続き全社的な固定費削減に努めてまいりました。

以上の結果、当第 3四半期連結会計期間における当社グループの営業収益は 465億 78百万円（前年同
期比 155.1％）、純営業収益は 457億 50百万円（同 156.5％）となりました。一方、販売費・一般管理費
は、取引関係費などの増加により 316億 64百万円（同 104.4％）となりましたが、増収効果により、
経常利益は 144億 52百万円（前年同期 12億 14百万円の経常損失）、当期純利益は 56億 56百万円（前
年同期 43億 39百万円の当期純損失）となりました。

１．受入手数料

受入手数料の合計は 259億 57百万円（前年同期比 148.5％）となりました。主な内訳は次のとおりです。

（１）委託手数料
世界的に堅調な株式市況を背景に、日・米・アジアの主要マーケットの銘柄を中心として、積極的な
情報提供・投資提案に努めてまいりました。また、投資環境の変化に合わせて「株式セミナー」や
「証券税制セミナー」など各種セミナーを随時開催し、新規顧客の開拓やいわゆる「タンス株」の
掘り起こしなどにも積極的に取組みました。この結果、株式委託手数料につきましては、195億 51
百万円（前年同期比166.0％）となりました。一方、債券委託手数料は97百万円（同43.7％）となり、
その他の委託手数料を含めた委託手数料の合計は 196億 72百万円（同 163.2％）となりました。

（２）引受け・売出し手数料
株式市況の回復を背景に企業の資金調達が活発となり、大型案件を含めた引受け件数が増加しました。
この結果、株券引受け・売出し手数料は 3億 35百万円（前年同期比 129.4％）となりました。また、
債券を含む引受け・売出し手数料の合計は 3億 61百万円（前年同期比 132.1％）となりました。
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（３）募集・売出しの取扱手数料、その他の受入手数料
募集・売出しの取扱手数料、その他の受入手数料につきましては、投資信託部門が大半を占めています。
当第 3四半期は、国内初となる米国 REITに投資する日本投信委託「ワールド・リート・セレク
ション」（米国）の新規販売など毎月分配型ファンドの拡充に努めました。一方、世界同時株高を
背景に、三井住友アセットマネジメント「三井住友・ニュー・チャイナ・ファンド」の販売や日本投
信委託「クイックターン新実力株オープン」「クイックターン新成長株オープン」など、市況に即応
した商品を導入いたしました。
以上の結果、募集・売出しの取扱手数料は 43億 6百万円（前年同期比 111.1％）となりました。
一方、その他の受入手数料につきましては、投資信託の代行手数料に加え、変額年金保険や経営者向け
生命保険など保険商品の拡販に注力した結果、16億 17百万円（同 126.7％）となりました。

２．トレーディング損益

米国株や中国株など外国株式の国内店頭取引が順調に伸長したことに加え、株式市況が堅調に推移
したことを受けて国内株式の自己売買収益が伸長したことなどにより、株券等トレーディング損益は
104億 5百万円（前年同期比 244.2％）の大幅増加となりました。また、債券等トレーディング損益に
つきましても、外国債券を中心に収益を積み上げました結果、44億 26百万円（同 135.7％）となり、
その他トレーディング損益も 21億 44百万円（同 140.8％）となりました。この結果、トレーディング
損益の合計は 169億 75百万円（同 187.7％）となりました。

３．金融収支

金融収益は 9億 91百万円（前年同期比 90.3％）、金融費用は 8億 28百万円（同 103.0％）となり、
差引金融収支は 1億 63百万円（同 55.4％）となりました。

４．その他の営業収益

証券業および同付随業務に係るもの以外の営業収益は26億53百万円（前年同期比110.1％）となりました。

５．販売費・一般管理費

店舗不動産費･通信費の見直しなど全社的な固定費削減に努めましたが、株式市況回復による取引
増加に伴い取引関係費など変動費が増加いたしました結果、販売費・一般管理費は 316億 64百万円
（前年同期比 104.4％）となりました。

６．営業外損益および特別損益

営業外収益は 9億 44百万円、営業外費用は 5億 77百万円となりました。また、特別利益はソフト
ウェア資産の譲渡益などで 41億 98百万円、特別損失は不動産の譲渡損などで 78億 5百万円となり
ました。
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連結財務諸表等連結財務諸表等連結財務諸表等連結財務諸表等

連 結 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

科　　　　目 当第３四半期
（15．12．31）

前年第３四半期
（14．12．31）

前年同期比
増　　　減

前 年 度
（15．3.31）

（ 資 産 の 部 ）
　流 動 資 産 292,073 159,681 132,391 150,657
　　現 金 ・ 預 金 35,081 22,740 12,340 30,138
　　預 託 金 27,919 15,609 12,310 16,439
　　　顧 客 分 別 金 信 託 27,730 15,420 12,310 16,250
　　　そ の 他 の 預 託 金 189 189 － 189
　　ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 81,221 49,275 31,946 39,916

　　　商 品 有 価 証 券 等 81,097 49,252 31,845 39,915
　　　デ リ バ テ ィ ブ 取 引 123 22 101 1
　　約 定 見 返 勘 定 － 9,201 △ 9,201 4,743
　　信 用 取 引 資 産 71,720 39,412 32,307 39,632
　　　信 用 取 引 貸 付 金 70,362 34,932 35,430 35,940

　　　信用取引借証券担保金 1,357 4,480 △ 3,122 3,692
　　有 価 証 券 担 保 貸 付 金 67,402 17,248 50,153 11,858
　　　借 入 有 価 証 券 担 保 金 46,402 14,248 32,154 11,858
　　　現 先 取 引 貸 付 金 20,999 2,999 17,999 －
　　立 替 金 206 245 △ 39 290

　　募 集 等 払 込 金 76 550 △ 473 498
　　短 期 差 入 保 証 金 2,251 1,157 1,093 1,531
　　短 期 貸 付 金 181 480 △ 299 1,088
　　未 収 収 益 1,590 1,329 260 1,357
　　有 価 証 券 1,345 953 391 616
　　繰 延 税 金 資 産 412 223 188 1,528

　　そ の 他 の 流 動 資 産 2,801 1,275 1,526 1,043
　　貸 倒 引 当 金 △ 136 △ 22 △ 114 △ 27

　固 定 資 産 53,909 67,002 △ 13,093 63,917
　 有 形 固 定 資 産 14,252 25,652 △ 11,399 25,363

　 無 形 固 定 資 産 1,601 1,522 79 1,698
　 投 資 そ の 他 の 資 産 38,055 39,828 △ 1,773 36,854
　　投 資 有 価 証 券 27,413 25,626 1,786 23,549
　　長 期 差 入 保 証 金 3,380 2,665 715 2,762
　　再評価に係る繰延税金資産 － 246 △ 246 246

　　繰 延 税 金 資 産 5,221 8,734 △ 3,512 7,932

　　そ の 他 4,572 4,943 △ 371 4,792

　　貸 倒 引 当 金 △ 2,533 △ 2,387 △ 145 △ 2,427

　資 産 合 計 345,982 226,684 119,297 214,574
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（単位：百万円）

科　　　　目
当第３四半期
（15．12．31）

前年第３四半期
（14．12．31）

前年同期比
増　　　減

前 年 度
（15．3.31）

（ 負 債 の 部 ）
　流 動 負 債 233,034 128,042 104,991 114,902
　　ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 49,852 13,131 36,721 9,794
　　　商 品 有 価 証 券 等 49,726 13,123 36,602 9,794
　　　デ リ バ テ ィ ブ 取 引 126 8 118 0
　　約 定 見 返 勘 定 404 － 404 －
　　信 用 取 引 負 債 28,871 14,471 14,399 13,545
　　　信 用 取 引 借 入 金 23,569 5,847 17,721 5,283
　　　信用取引貸証券受入金 5,302 8,623 △ 3,321 8,261
　　有 価 証 券 担 保 借 入 金 39,326 4,999 34,327 407
　　　有価証券貸借取引受入金 10,507 － 10,507 －
　　　現 先 取 引 借 入 金 28,819 4,999 23,819 407
　　預 り 金 16,907 13,821 3,085 14,174
　　受 入 保 証 金 14,091 7,245 6,845 8,487
　　有価証券等受入未了勘定 14 2 11 4
　　短 期 借 入 金 79,115 71,593 7,522 65,451
　　未 払 法 人 税 等 785 240 545 405
　　繰 延 税 金 負 債 5 － 5 －
　　賞 与 引 当 金 424 277 147 899
　　そ の 他 の 流 動 負 債 3,234 2,259 975 1,731

　固 定 負 債 25,221 16,764 8,456 19,193
　　長 期 借 入 金 15,152 7,571 7,581 9,909
　　再評価に係る繰延税金負債 709 － 709 －
　　繰 延 税 金 負 債 240 － 240 －
　　退 職 給 付 引 当 金 8,221 8,338 △ 117 8,439
　　そ の 他 の 固 定 負 債 898 854 43 844

　特 別 法 上 の 準 備 金 289 770 △ 480 779
　　証 券 取 引 責 任 準 備 金 289 770 △ 480 779
　負 債 合 計 258,545 145,578 112,967 134,875

（  少 数 株 主 持 分  ）
　少 数 株 主 持 分 18,260 18,193 66 17,818

（ 資 本 の 部 ）
　資 本 金 12,897 12,897 － 12,897
　資 本 剰 余 金 7,092 7,092 － 7,092
　利 益 剰 余 金 48,083 43,731 4,351 43,467
　土 地 再 評 価 差 額 金 90 △ 31 122 △ 31
　その他有価証券評価差額金 1,525 △ 654 2,180 △ 1,260
　為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 57 223 △ 280 58
　自 己 株 式 △ 456 △ 346 △ 110 △ 342
　資 本 合 計 69,176 62,912 6,263 61,880

　負債・少数株主持分･資本合計 345,982 226,684 119,297 214,574
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連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

科　　　　目
当第３四半期
15. 4. 1
15.12.31

前年第３四半期
14. 4. 1
14.12.31

前年同期比
前 年 度
14.4. 1
15.3.31

%

 営 業 収 益 46,578 30,034 155.1 39,749

　　受 入 手 数 料 25,957 17,480 148.5 22,415

　　ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 16,975 9,045 187.7 12,935

　　金 融 収 益 991 1,098 90.3 1,443

　　そ の 他 の 営 業 収 益 2,653 2,410 110.1 2,954

 金 融 費 用 828 803 103.0 1,085

 純 営 業 収 益 45,750 29,230 156.5 38,664

 販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 31,664 30,328 104.4 39,636

　　取 引 関 係 費 5,269 4,913 107.2 6,441

　　人 件 費 18,890 17,695 106.8 23,382

　　不 動 産 関 係 費 3,867 4,410 87.7 5,751

　　事 務 費 1,930 1,363 141.6 1,515

　　減 価 償 却 費 454 700 64.9 949

　　租 税 公 課 265 255 103.9 342

　　そ の 他 986 990 99.6 1,252

 営 業 利 益 14,085 △ 1,097 － △ 971

 営 業 外 収 益 944 418 225.7 730

　　受 取 配 当 金 188 136 137.9 247

　　連 結 調 整 勘 定 償 却 額 459 40 － 19

　　持分法による投資利益 83 66 126.0 65

　　そ の 他 212 174 122.0 396

 営 業 外 費 用 577 534 108.0 699

　　支 払 利 息 306 330 92.8 438

　　そ の 他 270 204 132.5 260

 経 常 利 益 14,452 △ 1,214 － △ 940

 特 別 利 益 4,198 128 － 110

 特 別 損 失 7,805 5,614 139.0 6,429

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 10,846 △ 6,699 － △ 7,259

 法人税､住民税及び事業税 919 489 188.0 678

 法 人 税 等 調 整 額 2,962 △ 2,867 － △ 2,965

 少 数 株 主 利 益 （ 控 除 ） 1,308 19 － △ 368

 当 期 純 利 益 5,656 △ 4,339 － △ 4,603
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連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位：百万円）

科　　　　　目
当第３四半期
15. 4. 1
15.12.31

前年第３四半期
14. 4. 1
14.12.31

前 　年　 度
14. 4. 1
15. 3.31

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 7,092 7,092 7,092

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 7,092 7,092 7,092

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 43,467 49,525 49,525

利 益 剰 余 金 増 加 高 5,656 － －

当 期 純 利 益 5,656 － －

利 益 剰 余 金 減 少 高 1,040 5,793 6,057

配 当 金 913 1,437 1,437

役 員 賞 与 4 13 13

土 地 再評 価差額 金取崩 額 122 2 2

当 期 純 損 失 － 4,339 4,603

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 48,083 43,731 43,467
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〔第 3四半期連結財務諸表について〕

　当社の第 3四半期連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成 11年
大蔵省令第 24号、以下「中間連結財務諸表規則」という。）ならびに同規則第 48条および第 69条の規定に基
づき、当企業集団の主たる事業である証券業を営む会社の財務諸表に適用される｢証券会社に関する内閣府令」
（平成 10年総理府令・大蔵省令第 32号）および「証券業経理の統一について」（昭和 49年11月14日付日本証券業
協会理事会決議）に準拠して作成しております。
　なお、当第 3四半期連結会計期間は、「中間連結財務諸表規則」の改正に伴い、改正後の「中間連結財務諸表
規則」に準拠して作成しております。

〔第 3四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕

　１．連結の範囲に関する事項

　（１）連結子会社　　12社
　　　　連結子会社名
　　　　　岡三証券株式会社・丸福証券株式会社・三京証券株式会社・三晃証券株式会社・岡三国際（亜洲）
　　　　　有限公司・日本投信委託株式会社・岡三投資顧問株式会社・岡三ファイナンス株式会社・株式会社
　　　　　岡三経済研究所・岡三情報システム株式会社・岡三ビジネスサービス株式会社・岡三興業株式会社
　　　（新規）　岡三証券株式会社
　　　　　　　　当年度において新規に設立した子会社であります。
　　　（除外）　該当ありません。

　（２）非連結子会社

　　　　該当ありません。

　２．持分法の適用に関する事項

　（１）持分法を適用した非連結子会社

　　　　該当ありません。

　（２）持分法を適用した関連会社　　1社

　　　　持分法適用関連会社名

　　　　　六二証券株式会社

　　　（新規）　該当ありません。

　　　（除外）　該当ありません。

　（３）持分法を適用していない非連結子会社および関連会社

　　　　該当ありません。

　（４）持分法適用会社の第 3四半期決算日は 12月末日であります。

　３．連結子会社の第 3四半期決算日等に関する事項

　　　連結子会社の第 3四半期決算日は次のとおりです。
　　　　　12月末日　　 11社
　　　　　 9月末日　　　1社 （岡三ファイナンス株式会社）
　　　連結子会社の第 3四半期決算日が第 3四半期連結決算日と異なる会社については、当該会社の第 3四半
　　　期決算日現在の財務諸表を使用し、第 3四半期連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上
　　　必要な調整を行っております。
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　４．会計処理基準に関する事項

　（１）トレーディングに関する有価証券等の評価基準および評価方法

　　　トレーディング商品

　　　 ① 商品有価証券等（売買目的有価証券）
　　　　　時価法を採用しております。（売却原価は主として総平均法により算定しております。）

　　　 ② デリバティブ取引
　　　　　時価法を採用しております。

　（２）トレーディング関連以外の有価証券等の評価基準および評価方法

　　　その他有価証券

　　　 ① 時価のあるもの
　　　　　第3四半期連結決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部資本直入
　　　　法により処理し、売却原価は主として総平均法により算定しております。）

　　　 ② 時価のないもの
　　　　　主として総平均法による原価法ないし償却原価法(定額法)を採用しております。

　　　デリバティブ取引
　　　　時価法を採用しております。

　（３）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　 ① 有形固定資産
　　　　　当社および国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
　　　　　ただし､当社および国内連結子会社は平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)は
　　　　定額法によっております｡
　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　建　　　物　　３～４７年
　　　　　器具・備品　　３～２０年

　　　 ② 無形固定資産
　　　　　当社および連結子会社は定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
　　　　社内における利用可能期間(5 年)に基づいております。

　（４）重要な引当金の計上基準

　　　 ① 貸倒引当金
　　　　　当社および国内連結子会社は、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
　　　　により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
　　　　しております。また、在外連結子会社は個別の債権について回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
　　　　計上しております。

　　　 ② 賞与引当金
　　　　　当社および連結子会社は、従業員の賞与支給に備えるため、各社所定の計算方法による支給見積額
　　　　の当第 3四半期連結会計期間負担額を計上しております。

　　　 ③ 退職給付引当金
　　　　　当社および国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職
　　　　給付債務および年金資産の見込額に基づき、当第 3四半期連結会計期間末において発生していると認め
　　　　られる額を計上しております。
　　　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
　　　　年数(5 年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと
　　　　しております。

　　　 ④ 証券取引責任準備金
　　　　　証券取引の事故による損失に備えるため、証券取引法第 51条第 1項の規定に基づき、｢証券会社に
　　　　関する内閣府令」第 35条に定めるところにより算出した額を計上しております。
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　（５）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　　　　外貨建金銭債権債務は、第 3四半期連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
　　　として処理しております。また、在外子会社の資産、負債、収益および費用は、第 3四半期連結決算日
　　　の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上して
　　　おります。

　（６）重要なリース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　（７）重要なヘッジ会計の方法
　　　　一部の連結子会社における変動利付借入に伴うキャッシュ・フローの変動をヘッジするための金利
　　　スワップ取引については、特例処理によっております。

　（８）その他第 3四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　　 ① 消費税等の会計処理方法
　　　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　　　 ② 連結納税制度の適用
　　　　　当年度より連結納税制度を適用しております。

〔連結貸借対照表の注記〕

１．保証債務

（当第 3四半期） （前年第 3四半期） （前 年 度）

550百万円 795百万円 768百万円

　 ２．劣後特約付借入金
　　　 長期借入金（連結貸借対照表上は短期借入金に含めて表示している一年以内返済予定長期借入金を含む）
　　 には、以下の「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」（平成 13年内閣府令第 23号）第 2条に定める
　　 劣後特約付借入金が含まれております。

（当第 3四半期） （前年第 3四半期） （前 年 度）

12,500百万円 6,000百万円 7,000百万円
　 ３．保有する自己株式の種類及び株式数

（当第 3四半期） （前年第 3四半期） （前 年 度）

普通株式 1,452,351株 1,131,780株 1,125,627株

〔連結損益計算書の注記〕

　　　 特別損益の内訳

（当第 3四半期） （前年第 3四半期） （前 年 度）

特別利益
　固定資産売却益 3,006百万円 9百万円 12百万円
　投資有価証券売却益 678百万円 100百万円 90百万円
　貸倒引当金戻入 24百万円 19百万円 6百万円
　証券取引責任準備金戻入 489百万円 －百万円 －百万円

特別損失
　固定資産売却損 7,700百万円 77百万円 122百万円
　投資有価証券評価減 28百万円 5,284百万円 5,933百万円
　投資その他の資産その他の評価減 76百万円 52百万円 122百万円
　貸倒損失 －百万円 187百万円 230百万円
　証券取引責任準備金繰入れ －百万円 12百万円 21百万円
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 平成１６年３月期　第３四半期連結決算資料平成１６年３月期　第３四半期連結決算資料平成１６年３月期　第３四半期連結決算資料平成１６年３月期　第３四半期連結決算資料

　 １．受入手数料
　 （１）科目別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

当第 3四半期 前年第3四半期 前年同期比 前　年　度

委 託 手 数 料 19,672 12,054 163.2 % 15,298

（ 株 　 券 ） （ 19,551 ） （ 11,777 ） （ 166.0 ） （ 14,962 ）

（ 債 　 券 ） （ 97 ） （ 224 ） （ 43.7 ） （ 274 ）

（ そ の 他 ） （ 23 ） （ 52 ） （ 44.0 ） （ 60 ）

引受け・売出し手数料 361 273 132.1 390

（ 株 　 券 ） （ 335 ） （ 258 ） （ 129.4 ） （ 367 ）

（ 債 　 券 ） （ 26 ） （ 14 ） （ 180.1 ） （ 23 ）

募集･売出しの取扱手数料 4,306 3,876 111.1 4,983

そ の 他 の 受入 手 数 料 1,617 1,276 126.7 1,743

合　　　　　計 25,957 17,480 148.5 22,415

　 （２）商品別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

当第 3四半期 前年第3四半期 前年同期比 前　年　度

株 券 20,113 12,280 163.8 % 15,641

債 券 279 440 63.6 582

受 益 証 券 4,831 4,289 112.6 5,446

そ の 他 733 470 155.7 744

合　　　　　計 25,957 17,480 148.5 22,415

　 ２．トレーディング損益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

当第 3四半期 前年第3四半期 前年同期比 前　年　度

株 券 等 10,405 4,260 244.2 % 5,579

債 券 等 ・ そ の 他 6,570 4,784 137.3 7,356

（ 債 券 等 ） （ 4,426 ） （ 3,261 ） （ 135.7 ） （ 5,002 ）

（ そ の 他 ） （ 2,144 ） （ 1,522 ） （ 140.8 ） （ 2,354 ）

合　　　　　計 16,975 9,045 187.7 12,935
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　（参考資料）

連結損益計算書の四半期推移連結損益計算書の四半期推移連結損益計算書の四半期推移連結損益計算書の四半期推移

（単位：百万円）

第1四半期 第2四半期 第3四半期

 13,060    16,944    16,573   

 7,199    9,445    9,312   

 4,835    6,330    5,810   

 310    343    337   

 715    825    1,112   

 239    267    321   

 12,821    16,676    16,251   

 10,052    10,732    10,880   

 1,660    1,814    1,794   

 6,037    6,423    6,429   

 1,227    1,353    1,287   

 497    413    1,020   

 225    250   △ 22   

 79    77    107   

 324    399    262   

 2,769    5,944    5,371   

 203    208    531   

 168    199    209   

 2,805    5,953    5,693   

 126    219    3,852   

 61    60    7,682   

 2,869    6,112    1,863   

 82    534    302   

 1,065    1,799    98   

 496    523    288   

 1,226    3,255    1,174   

（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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15.  7.   1
15.  9. 30

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

科            目

営 業 収 益

15.  4.   1
15.  6. 30

15. 10.   1
15. 12. 31

当 期 純 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

減 価 償 却 費

少 数 株 主 利 益 （ 控 除 ）

法人税、住民税及び事業税

租 税 公 課

そ の 他

税金等調整前当期純利益

人 件 費

不 動 産 関 係 費

受 入 手 数 料

事 務 費

金 融 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

金 融 費 用

純 営 業 収 益

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

取 引 関 係 費
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平成１６年１月２７日

平成１６年３月期　第３四半期個別財務諸表の概要         

上 場 会 社 名       　  岡三ホールディングス株式会社岡三ホールディングス株式会社岡三ホールディングス株式会社岡三ホールディングス株式会社
　　　　　　　 （旧会社名　岡三証券株式会社）　　　 上場取引所　　　　　 東証・大証・名証

コ ー ド 番 号            ８６０９　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　　東 京 都

（ＵＲＬ　http://www.okasan.co.jp/holdings/ ）
代　　表　　者　　 役職名　取締役社長　　氏名　加 藤 哲 夫

問合せ先責任者　　 役職名　取　締　役　　氏名　野 中 計 彦　 　 ＴＥＬ（０３）３２７２－２２２２（代表）

取締役会開催日　　 平成１６年１月２７日　　　　　　　　　　　　単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000 株）･無

１６年３月期 第３四半期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年１２月３１日）

（１）経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

営　業　収　益 営　業　利　益 経　常　利　益

               百万円                百万円                百万円

当 第 ３ 四 半 期 27,496 7,459 7,649

当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益

               百万円               円　　　銭

当 第 ３ 四 半 期 4,934 　　  24   98

(注)①期中平均株式数　　　　　当第 3四半期　 197,577,375 株

    ②会計処理の方法の変更　　有 ・ 無

（２）財政状態

総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率
1 株 当 た り
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円　　　銭

当 第 ３ 四 半 期 75,933 66,397 87.4 336   15

(注)①期末発行済株式数　　　　当第 3四半期　 197,523,348 株

    ②期末自己株式数　　　　　当第 3四半期　     341,621株

※　当社は、平成15年10月1日付けで、証券業その他の営業を会社分割により、当社の100％子会社である岡三証券株式会社（平成15年4月に

　設立した岡三証券分割準備株式会社が同年 10月 1日付けで商号変更）に承継した上で持株会社となり、商号を岡三ホールディングス株式

　会社に変更いたしました。従いまして、当社単体の業態は従来とは大きく変化しており、前期および前年同期の業績は記載しておりません。



（岡三ホールディングス）
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　 貸借対照表及び損益計算書貸借対照表及び損益計算書貸借対照表及び損益計算書貸借対照表及び損益計算書

貸　　借　　対　　照　　表

（平成 15 年 12 月 31 日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

 流 動 資 産 12,874  流 動 負 債 8,748

　 現 金 及 び 預 金 10,197 　 短 期 借 入 金 6,890

　 未 収 入 金 2,326 　 未 払 金 1,552

　 未 収 収 益 208 　 未 払 法 人 税 等 215

　 繰 延 税 金 資 産 24 　 そ の 他 90

　 そ の 他 116

 固 定 資 産 63,059  固 定 負 債 788

　有 形 固 定 資 産 3,002 　 長 期 受 入 保 証 金 545

　無 形 固 定 資 産 837 　 繰 延 税 金 負 債 240

　投 資 そ の 他 の 資 産 59,219 　 そ の 他 2

　 投 資 有 価 証 券 21,788  負 債 合 計 9,536

　 関 係 会 社 株 式 36,297 （ 資 本 の 部 ）

　 長 期 差 入 保 証 金 440  資 本 金 12,897

　 そ の 他 1,292  資 本 剰 余 金 7,092

　 貸  倒  引  当  金 △ 600 　 資 本 準 備 金 7,092

 利 益 剰 余 金 45,062

　 利 益 準 備 金 3,224

　 任 意 積 立 金 36,900

　 当 期 未 処 分 利 益 4,938

 その他有価証券評価差額金 1,478

 自 己 株 式 △ 133

 資 本 合 計 66,397

 資 産 合 計 75,933  負 債 ・ 資 本 合 計 75,933



（岡三ホールディングス）
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損　　益　　計　　算　　書

（自平成15年4月1日　至平成15年12月31日）

（単位：百万円）

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　額

　営 業 収 益 27,496

　　　商 標 使 用 料 収 入 721

　　　不 動 産 賃 貸 料 収 入 136

　　　資 産 利 用 料 収 入 31

　　　そ の 他 の 売 上 高 12

　　　受 入 手 数 料 15,650

　　　ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 10,367

　　　金 融 収 益 575

　営 業 費 用 20,036

　　　販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 19,570

　　　　取 引 関 係 費 2,960

　　　　人 件 費 10,322

　　　　不 動 産 関 係 費 2,480

　　　　事 務 費 2,749

　　　　減 価 償 却 費 293

　　　　租 税 公 課 90

　　　　そ の 他 673

　　　金 融 費 用 466

　営 業 利 益 7,459

　営 業 外 収 益 277

　営 業 外 費 用 88

　経 常 利 益 7,649

　特 別 利 益 1,268

　特 別 損 失 337

　税 引 前 当 期 純 利 益 8,579

　法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 605

　法 人 税 等 調 整 額 3,039

　当 期 純 利 益 4,934

　前 期 繰 越 利 益 3

　当 期 未 処 分 利 益 4,938



（岡三ホールディングス）
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〔第 3四半期財務諸表について〕

　当社は、平成 15年 10月 1日付けで、証券業その他の営業を会社分割により、当社の 100%子会社である
岡三証券株式会社に承継した上で持株会社となるとともに証券業登録を失効しました。これに伴い、当社の
四半期財務諸表は、平成 15年 9月 30日までは、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」
（昭和 52年大蔵省令第 38号、以下「中間財務諸表等規則」という。）ならびに同規則第 38条および第 57
条の規定に基づき、「証券会社に関する内閣府令」（平成 10年総理府令･大蔵省令第 32号）および「証券業経
理の統一について」（昭和 49年 11月 14日付日本証券業協会理事会決議）に準拠し、平成 15年 10月 1日以
降は、「中間財務諸表等規則」に準拠して作成しております。

〔第 3四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項〕

　１．有価証券等の評価基準および評価方法
　（１）子会社株式および関連会社株式
　　　　総平均法による原価法を採用しております。
　（２）その他有価証券
　　 ① 時価のあるもの
　　　　第 3四半期決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部資本直入法
　　　により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。）
　　 ② 時価のないもの
　　　　総平均法による原価法を採用しております。

　２．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産
　　　　定率法を採用しております。ただし､平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)は
　　　定額法によっております。
　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建　　　物　　　３～４７年
　　　　器具・備品　　　３～　８年
　（２）無形固定資産
　　　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
　　　(5 年)に基づいております。

　３．引当金の計上基準
　（１）貸倒引当金
　　　　金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
　　　債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　（２）賞与引当金
　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当社所定の計算方法による支給見積額の当第 3四半期負担額を
　　　計上しております。

　４．リース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　５．その他第 3四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　（１）消費税等の会計処理方法
　　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　（２）連結納税制度の適用
　　　　当期より連結納税制度を適用しております。



（岡三ホールディングス）
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　 〔貸借対照表の注記〕

１．有形固定資産の減価償却累計額
（当第 3四半期）

3,191百万円

２．保証債務

（当第 3四半期）

11,745百万円

　 〔損益計算書の注記〕

　　　　１．「商標使用料収入」は、子会社である岡三証券株式会社から受け取る、当社の保有する商標の
　　　　　 使用料収入であります。

　　　　２．「不動産賃貸料収入」は、子会社である岡三証券株式会社等から受け取る、店舗等の不動産賃
　　　　　 貸料であります。

　　　　３．「資産利用料収入」は、子会社である岡三証券株式会社から受け取る、当社の保有するソフト
　　　　　 ウェア等の利用料であります。

　　　　４．特別損益の内訳

（当第 3四半期）

特別利益

　固定資産売却益 25百万円

　投資有価証券売却益 626百万円

　証券取引責任準備金戻入 615百万円

特別損失

　固定資産売却損 109百万円

　投資有価証券評価減 28百万円

　投資その他の資産その他の評価減 18百万円

　関係会社支援損 182百万円
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平成１６年１月２７日

平成１６年３月期　第３四半期個別財務諸表の概要         

会 社 名     　  岡三証券株式会社岡三証券株式会社岡三証券株式会社岡三証券株式会社　　　　　　　　　　本社所在都道府県　　東 京 都
　　　　　　　（旧会社名　岡三証券分割準備株式会社）

（ＵＲＬ　http://www.okasan.co.jp/ ）

代　　表　　者　　役職名　取締役社長　　氏名　加 藤 哲 夫

問合せ先責任者　　役職名　経理部長     　　氏名　飯 田 真 治　　ＴＥＬ（０３）３２７２－２２１１（代表）

取締役会開催日　　平成１６年１月２７日

１６年３月期 第３四半期の業績（平成１５年４月１０日～平成１５年１２月３１日）

（１）経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

営　業　収　益 純 営 業 収 益 営　業　利　益

               百万円                百万円                百万円

当 第 ３ 四 半 期 14,436 14,165 3,631

経　常　利　益 当 期 純 利 益

               百万円                百万円

当 第 ３ 四 半 期 3,626 1,916

（２）財政状態

総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 自己資本規制比率

百万円 百万円 ％ ％

当 第 ３ 四 半 期 258,215 36,116 14.0 276.8

※　当社は、岡三ホールディングス株式会社（旧会社名 岡三証券株式会社）の持株会社体制への移行に伴う証券業務の承継会社となる目的で

　平成15年4月10日に同社の完全子会社として設立され、同年10月1日付けで同社の営む営業を承継するとともに社名を岡三証券分割準備

　株式会社から岡三証券株式会社に変更しております。従いまして、前期および前年同期の業績はありません。



（ 岡 三 証 券 ）
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　 貸借対照表及び損益計算書貸借対照表及び損益計算書貸借対照表及び損益計算書貸借対照表及び損益計算書

貸　　借　　対　　照　　表
（平成 15 年 12 月 31 日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

 流 動 資 産 247,852  流 動 負 債 203,340

　 現 金 ・ 預 金 8,787 　 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 49,772

　 預 託 金 24,268 　　 商 品 有 価 証 券 等 49,646

　　 顧 客 分 別 金 信 託 24,100 　　 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 126

　　 そ の 他 の 預 託 金 168 　 約 定 見 返 勘 定 357

　 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 79,309 　 信 用 取 引 負 債 26,855

　　 商 品 有 価 証 券 等 79,185 　　 信 用 取 引 借 入 金 21,851

　　 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 123 　　 信用取引貸証券受入金 5,004

　 信 用 取 引 資 産 63,382 　 有 価 証 券 担 保 借 入 金 39,326

　　 信 用 取 引 貸 付 金 62,248 　　 有価証券貸借取引受入金 10,507

　　 信用取引借証券担保金 1,134 　　 現 先 取 引 借 入 金 28,819

　 有 価 証 券 担 保 貸 付 金 67,402 　 預 り 金 13,379

　　 借入有価証券担保金 46,402 　 受 入 保 証 金 12,546

　　 現 先 取 引 貸 付 金 20,999 　 有価証券等受入未了勘定 13

　 立 替 金 200 　 短 期 借 入 金 57,315

　 短 期 差 入 保 証 金 2,009 　 未 払 法 人 税 等 498

　 短 期 貸 付 金 80 　 そ の 他 の 流 動 負 債 3,274

　 未 収 収 益 1,301

　 繰 延 税 金 資 産 301  固 定 負 債 18,671

　 そ の 他 の 流 動 資 産 931 　 長 期 借 入 金 10,500

　 貸 倒 引 当 金 △ 123 　 退 職 給 付 引 当 金 7,795

　 そ の 他 の 固 定 負 債 375

 固 定 資 産 10,362  特 別 法 上 の 準 備 金 87

　有 形 固 定 資 産 1,298 　 証 券 取 引 責 任 準 備 金 87

　無 形 固 定 資 産 179  負 債 合 計 222,099

　投 資 そ の 他 の 資 産 8,884 （ 資 本 の 部 ）

　 長 期 差 入 保 証 金 4,779  資 本 金 5,000

　 繰 延 税 金 資 産 3,533  資 本 剰 余 金 29,199

　 そ の 他 2,134 　 資 本 準 備 金 29,199

　 貸  倒  引  当  金 △ 1,563  利 益 剰 余 金 1,916

　 当 期 未 処 分 利 益 1,916

 資 本 合 計 36,116

 資 産 合 計 258,215  負 債 ・ 資 本 合 計 258,215



（ 岡 三 証 券 ）
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損　　益　　計　　算　　書
（自平成15年4月10日　至平成15年12月31日）

（単位：百万円）

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　額

　営 業 収 益 14,436

　　　受 入 手 数 料 8,780

　　　ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 5,362

　　　金 融 収 益 293

　金 融 費 用 271

　純 営 業 収 益 14,165

　販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 10,533

　　　取 引 関 係 費 2,282

　　　人 件 費 5,130

　　　不 動 産 関 係 費 1,231

　　　事 務 費 1,523

　　　減 価 償 却 費 41

　　　租 税 公 課 65

　　　そ の 他 259

　営 業 利 益 3,631

　営 業 外 収 益 36

　営 業 外 費 用 42

　経 常 利 益 3,626

　特 別 利 益 1

　特 別 損 失 97

　税 引 前 当 期 純 利 益 3,529

　法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 1,476

　法 人 税 等 調 整 額 136

　当 期 純 利 益 1,916

　前 期 繰 越 利 益 －

　当 期 未 処 分 利 益 1,916



（ 岡 三 証 券 ）
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〔第 3四半期財務諸表について〕

　当社の第 3四半期財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵
省令第 38 号）ならびに同規則第 38 条および第 57 条の規定に基づき、「証券会社に関する内閣府令」（平成
10年総理府令･大蔵省令第 32号）および「証券業経理の統一について」（昭和 49年 11月 14日付日本証券業
協会理事会決議）に準拠して作成しております。

〔第 3四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項〕

　１．トレーディングに関する有価証券等の評価基準および評価方法
　　トレーディング商品
　（１）商品有価証券等（売買目的有価証券）
　　　　時価法を採用しております。（売却原価は総平均法により算定しております。）
　（２）デリバティブ取引
　　　　時価法を採用しております。

　２．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産
　　　　定率法を採用しております。ただし､平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)は
　　　定額法によっております。
　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建　　　物　　　３～４７年
　　　　器具・備品　　　３～２０年
　（２）無形固定資産および投資その他の資産
　　　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
　　　(5 年)に基づいております。

　３．引当金の計上基準
　（１）貸倒引当金
　　　　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
　　　債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　（２）賞与引当金
　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当社所定の計算方法による支給見積額の当第 3四半期負担額を
　　　計上しております。
　（３）退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に
　　　基づき、当第 3四半期末において発生していると認められる額を計上しております。
　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
　　　年数(5 年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
　　　おります。
　（４）証券取引責任準備金
　　　　証券取引の事故による損失に備えるため、証券取引法第 51条第 1項の規定に基づき、「証券会社に
　　　関する内閣府令」第 35条に定めるところにより算出した額を計上しております。
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　４．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
　　　外貨建金銭債権債務は、第 3四半期決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
　　して処理しております。

　５．リース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　６．ヘッジ会計の方法
　　　変動利付借入に伴うキャッシュ・フローの変動をヘッジするための金利スワップ取引については、特例
　　処理によっております。

　７．その他第 3四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　（１）消費税等の会計処理方法
　　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　（２）連結納税制度の適用
　　　　当期より連結納税制度を適用しております。

　 〔貸借対照表の注記〕

１．有形固定資産の減価償却累計額
（当第 3四半期）

2,616百万円

２．保証債務
（当第 3四半期）

550百万円

３．劣後特約付借入金
　　長期借入金（貸借対照表上は短期借入金に含めて表示している一年以内返済予定長期借入金を含む）は、
　「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」（平成 13年内閣府令第 23号）第 2条に定める劣後特約付
　借入金であります。

（当第 3四半期）

12,500百万円

　 〔損益計算書の注記〕

　　　　特別損益の内訳

（当第 3四半期）

特別利益

　貸倒引当金戻入 1百万円

特別損失

　固定資産売却損 9百万円

　証券取引責任準備金繰入れ 87百万円
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 平成１６年３月期　平成１６年３月期　平成１６年３月期　平成１６年３月期　第３四半期決算資料第３四半期決算資料第３四半期決算資料第３四半期決算資料

　　　以下の決算資料におきましては、第１四半期および第２四半期の実績は、旧岡三証券株式会社
　　（現岡三ホールディングス株式会社）単体の実績を記載しております。

　 １．受入手数料

　 （１）科目別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

第１四半期
15. 4. 1
15. 6.30

第２四半期
15. 7. 1
15. 9.30

第３四半期
15.10. 1
15.12.31

委 託 手 数 料 4,398 6,568 6,358
（ 株 　 券 ） （ 4,351 ） （ 6,533 ） （ 6,332 ）
（ 債 　 券 ） （ 40 ） （ 26 ） （ 19 ）
（ そ の 他 ） （ 6 ） （ 7 ） （ 5 ）
引受け・売出し手数料 58 129 165
（ 株 　 券 ） （ 53 ） （ 120 ） （ 160 ）
（ 債 　 券 ） （ 5 ） （ 9 ） （ 4 ）
募集･売出しの取扱手数料 1,441 1,387 1,330
そ の 他 の 受 入 手 数 料 912 753 926

合　　　　　　計 6,811 8,839 8,780

　 （２）商品別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期

株 券 4,479 6,718 6,569

債 券 97 96 64

受 益 証 券 2,015 1,824 1,792

そ の 他 218 199 353

合　　　　　　計 6,811 8,839 8,780

　 ２．トレーディング損益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期

株 券 等 2,117 3,445 3,646

債 券 等 ・ そ の 他 2,358 2,445 1,716

（ 債 券 等 ） （ 1,533 ） （ 1,692 ）  （ 1,150 ）

（ そ の 他 ） （ 825 ） （ 752 ） （ 565 ）

合　　　　　　計 4,476 5,891 5,362

　 ３．株券売買高（先物取引を除く）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万株・百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期

株　数 金　額 株　数 金　額 株　数 金　額

合 計 3,416 1,599,291 4,519 2,323,714 4,415 2,176,043

（ 自 　 己 ） ( 1,155) (　776,798) ( 2,000) (1,054,977) ( 2,357) (　953,975)

（ 委 　 託 ） ( 2,261) (　822,492) ( 2,518) (1,268,737) ( 2,058) (1,222,067)

委 託 比 率 66.2 % 51.4 % 55.7 % 54.6 % 46.6 % 56.2 %

東 証 シ ェ ア 1.71 % 1.38 % 1.54 % 1.31 % 1.28 % 1.18 %



（ 岡 三 証 券 ）

－ 25 －

　 ４．引受・募集・売出しの取扱高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万株・百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期

株 券 （ 株 　 　 数 ） 0 1 3

株 券 （ 金 　 　 額 ） 1,557 2,731 5,072

債 券 （ 額 面 金 額 ） 49,323 58,640 59,193

引

受

高
ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ
お よび外国証書 （ 額 面 金 額 ） 176,100 140,750 194,600

株 券 （ 株 　 　 数 ） 0 1 4

株 券 （ 金 　 　 額 ） 1,737 2,368 5,078

債 券 （ 額 面 金 額 ） 69,223 67,540 61,293

受 益 証 券 （ 額 面 金 額 ） 243,398 284,495 235,640

募

集

・

売

出

し

の

取

扱

高

※
ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ
お よび外国証書 （ 額 面 金 額 ） 176,100 140,750 194,600

　 ※　売出高および私募の取扱高を含む

　 ５．自己資本規制比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

第３四半期末

基 本 的 項 目 （Ａ） 36,116

証 券 取 引 責 任 準 備 金 87

補 完 的 項 目 一 般 貸 倒 引 当 金 118

短 期 劣 後 債 務 12,500

計 （Ｂ） 12,706

控 除 資 産 （Ｃ） 16,417

固定化されていない自己資本の額 （Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） 32,405

市 場 リ ス ク 相 当 額 701

取 引 先 リ ス ク 相 当 額 1,462
リ ス ク 相 当 額

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額 9,541

計 （Ｅ） 11,705

自己資本規制比率 （Ｄ）／（Ｅ）×１００（％） 276.8 %

（注）短期劣後債務は劣後特約付借入金で、当第３四半期末の内訳は次のとおりです。

金　　額 契 約 日 最終弁済期日

① 1,000 百万円 平成 11 年 6 月 30 日 平成 16 年 6 月 30 日
② 1,000 百万円 平成 11 年 7 月 30 日 平成 16 年 7 月 31 日
③ 2,000 百万円 平成 15 年 3 月 31 日 平成 20 年 3 月 31 日（分割弁済有り）
④ 4,000 百万円 平成 15 年 7 月 31 日 平成 20 年 7 月 31 日（分割弁済有り）
⑤ 1,500 百万円 平成 15 年 9 月 26 日 平成 19 年 7 月 31 日（分割弁済有り）
⑥ 3,000 百万円 平成 15 年 9 月 30 日 平成 18 年 12 月 29 日（分割弁済有り）

合 計 12,500 百万円


